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序     文 
 

 国際協力事業団は、フィリピン共和国の要請を受け、電子海図に関する技術協力を平成12年 

６月から３年間にわたり実施してきました。当事業団は、本技術協力の成果や協力の評価を行う

とともに、今後の本事業に対するフォローアップの必要性を検討することを目的として、平成14年 

11月25日から同年12月３日まで、国際協力事業団専門技術嘱託 小泉 純作を団長とする終了時評

価調査団を現地に派遣しました。 

 本報告書は、同調査団による現地調査結果、並びにフィリピン側政府関係者との協議結果をま

とめたものです。 

 この報告書が、今後の協力の更なる発展のための指針となるとともに、本技術協力により達成

された成果が、フィリピン共和国の電子海図技術向上に寄与することを祈念いたします。 

 本調査の実施に際し、ご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心より感謝の意を表し

ます。 

 

 平成14年12月 

 

国際協力事業団 
理事 諏訪 龍 



評価調査結果要約表 
 
１．案件の概要 
国名：フィリピン共和国 案件名：電子海図作成技術移転 
分野：社会基盤整備 測量・地図 援助形態：個別専門家チーム派遣協力 
所轄部署：アジア第一部東南アジア課 協力金額（評価時点）：１億6,000万円 

（ミニッツ）：2000年６月14日 
 

先方関係機関：環境天然資源省地図資源情報庁 
（NAMRIA）沿岸測地局（CGSD） 

（延 長）： 日本側協力機関：海上保安庁 
協力期間 

（Ｆ／Ｕ）： 他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 
 フィリピン共和国（以下、「フィリピン国」と記す）地図資源情報庁沿岸測地局（CGSD/NAMRIA）
は、185の海図を刊行しているが、一部の海図を除き、戦前又は戦後間もない古いデータに基づく
海図である。また、フィリピン国は、国際水路機関（IHO）決議により自国水域における37の国
際海図を作成・刊行する責務を負っているが、技術的な制約から海図の整備が停滞している。 
 一方、電子海図は紙海図に比べ高い精度と利便性が確保できるため、東アジア水路委員会
（EAHC）においても技術の普及を進めようとしているが、フィリピン国における電子海図整備
は、いまだほとんど手つかずの状態であった。我が国は世界で最初に電子海図を刊行するとと
もに、東アジア電子海図セミナーを開催するなど、電子海図の整備促進に大きな役割を果たして
きており、その技術力から電子海図に関する技術移転についての先導的な役割が期待されている。 
 本プロジェクトは、海上交通の安全確保に大きく寄与すると考えられる電子海図の作成技術を
フィリピン国に導入することを目的として、その基となる水路測量のデジタルデータの取得及び
電子海図作成技術の移転を通じて、フィリピン国における国内、国際海運の安全確保に貢献する
ものである。 

 
１－２ 協力内容 
 (1) 上位目標 

 電子海図が継続的にアップデートされる。 
 

 (2) プロジェクト目標 
 地図資源情報庁（NAMRIA）の人材が電子海図作成、アップデートに必要な技術及び関連水
路測量技術を習得する。 
 

 (3) 成 果 
   1) デジタル化水路測量技術システムが確立される。 
   2) 電子海図作成、アップデート技術のシステムが確立される。 
 
 (4) 投入（評価時点） 
   日本側 
    長期専門家派遣  ３名   機材供与 約5,200万円 
    短期専門家派遣  ８名   ローカルコスト負担   約500万円 
    研修員受入れ   ６名   （海上保安庁協力による研修３名が参加） 
   相手国側 
    カウンターパート（Ｃ／Ｐ）配置 17名 
    機材購入ECDIS機材、スキャナー、測量船ほか 
    ・沿岸測地局（CGSD）の予算は、2000年１億427万8,000ペソ、2001年１億158万1,000ペソ、 



 
2002年１億1,167万8,000ペソの配分である（１ペソ約2.4円）。 

    ・プロジェクト運営費は、2000年23万ペソ、2001年29万ペソ、2002年31万5,000ペソ（給与
及び福利厚生費などはCGSD予算に含まれる）。 

２．評価調査団の概要 

調査者 

総括／団長   小泉 純作  国際協力事業団 専門技術嘱託 
電子海図技術  穀田 昇一  海上保安庁海洋情報部技術・国際課 国際業務室長 
評価企画    河添 靖宏  国際協力事業団アジア第一部東南アジア課 
評価調査    小島 京子  インテムコンサルティング㈱ 

調査期間 2002年11月25日～12月３日 評価種類：終了時評価 
３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
 一部の機材調達に遅れが生じたが、それ以外はほぼ予定どおりの投入を当初計画どおり実施で
きた。 

 
３－２ 評価結果の要約 
 (1) 妥当性 

 電子海図整備の意義のひとつとして、海洋上の安全性向上があげられる。一方、フィリピン
政府は、国家計画のなかで海洋上の安全性向上を開発課題としてあげている。本プロジェクト
はこうした国家的目標を実現するためにひとつの方策としての意義、妥当性は高いと評価でき
る。 

 
 (2) 有効性 

 プロジェクトにより、大縮尺電子海図（マニラ湾）、小縮尺電子海図（ルソン島北西部）が作
成されている。これらの成果品を作成するプロセスのなかで、Ｃ／Ｐは今後、他の地域の電子海
図を継続的に作成していくための基礎技術を修得したということができる。電子海図最新維持
については、プロジェクトにおいて機材とマニュアルの整備は行っているが、最新維持のため
の技術の定着については、今後の課題として残されている。 

 
 (3) 効率性 

 測量及び電子海図作成のためのシステムは計画どおり整備されたとはいえ、この面での効率
性は高いと評価できる。ただし、既述のとおり、プロジェクトの進捗は当初計画に比べて遅れ
ており、プロジェクト全体としては、機材調達のタイミングの適正化、プロジェクト開始前に
おいてＣ／Ｐの電子海図に対する理解促進を行うなど、効率性を高めるための方策もあったこ 
とと思われる。 

 
 (4) インパクト 

 プロジェクトは測量、電子海図作成面でのシステム整備に大きく貢献している。今後、Ｃ／Ｐ
の自主的な技術向上、実務経験の積み重ねにより、上位目標は達成されることと思われる。 
 また、電子海図利用者はフィリピン国内だけではなく、海外にも多数存在するため、本プロ
ジェクトがフィリピン沖を航行する世界各国の船舶の安全性向上にも大きく寄与することも、
長期的なインパクトとして評価できる。 

 
 (5) 自立発展性 

 フィリピン国政府は国際的取極め、国家計画に基づき、海洋上の安全性向上の一環として、
電子海図作成に取り組んでいるため、政策的にも、また、予算的にも本プロジェクトの成果は
フィリピン側において更に発展されることが期待できる。 



  

 測量、電子海図作成については、実務を通して経験を積み重ねることにより、更なるシステ
ムの発展が可能であると思われる。一方、電子海図の最新維持については経験に基づく技術の
定着が必要であり、今後の課題として残されている。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 
 (1) 計画内容に関すること 

 CGSD/NAMRIAは実施機関として、予算配当及びスタッフの配置を含めて電子海図プロジェ
クトに十分コミットしている。また、管轄機関であるNAMRIAは、電子海図開発を政策に合致
する開発課題のなかでも最優先されるもののひとつと考えており、プロジェクト実施後にも電
子海図開発のためのスタッフ配置とCGSDへの予算配当が行われる予定である。 

 
 (2) 実施プロセスに関すること 

 電子海図技術開発プロジェクト監理委員会（OCTDEP）によりモニタリングが実施されてい
る。OCTDEPは、円滑なプロジェクト実施の確認とプロジェクト改善を目的として、CGSDのシ
ニア職員、日本人専門家、Ｃ／Ｐスタッフにより構成されている。OCTDEPは、補佐官を議長、
部長を顧問として運営されており、ほぼ月１回開催されている。OCTDEPでの協議結果を含む
本プロジェクトの報告については、定期的に上位機関である環境天然資源省に報告書を提出し
ている。 

 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
 (1) 計画内容に関すること 
   1) 技術習得 
    ① 測地変換技術に関しては、事例としてマニラ湾周辺のGPS測地測量・測地変換を行っ 

た。マニラ湾周辺は、測地系の歪みが単純でほぼ平行移動の変換（歪み補正）となり、歪
みの大きい場での変換技術は理論だけである。ミンダナオ島など歪みが大きい場での実地
検証を行えば、変換技術はより間違いないものになろう。 

    ② Ｃ／Ｐの何人かは、ときにCGSDの緊急な公務などの業務により手をとられ、プロジェク
ト活動に丸一日従事できないことがあった。特に、プロジェクト期間中にフィリピン海域
特定の調査が行われることになり、その公務に時間をとられたことがあった。 

 
 (2) 実施プロセスに関すること 

 機材到着の遅れが活動全体の遅れに影響している。電子海図アップデート応用技術の技術移
転作業は、理論のみで実践技術の習得は未達成である。このほかに活動の変更は特にない。 
 

３－５ 結 論 
 測量、電子海図作成に係るシステムは、目標に照らして予定どおり整備されている。しかし、
電子海図の最新維持に関するシステムは、機材調達の遅れ、プロジェクト開始当初の電子海図 
（＝新たな技術）に関するフィリピン国側技術者の初歩的理解が不十分であったことなどにより、
プロジェクトの進捗に遅れが生じたため確立されていない。プロジェクトの成果を今後につなげ
るためにも、電子海図の最新維持に係る技術移転は必須であると考えられる。 
 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
 (1) 全般事項 
   1) プロジェクト延長に関する要請（付属資料６．ミニッツの添付書類参照） 

 CGSD/NAMRIAから調査団団長宛に、プロジェクト期間の２年間延長に関する要望書 
（2002年11月29日付）が手交された。この文書のなかには、延長期間中の取り組み及びスケ 



   

ジュールが記載されている。調査団としては、フィリピン側の要望の重要性を勘案し、本件
については日本側関係者に申し伝えることとした。なお、CGSD局長より、プロジェクト延
長に関する正式要請は、NAMRIAから外交ルートを通して行う旨、表明があった。 

   2) 電子海図作成計画の策定 
 NAMRIAは、フィリピン全海域に関する電子海図作成に係る明確な方針を有していないた
め、長期的視野に基づき、今後の電子海図作成計画（人員配置、予算措置を含む）を策定す
る必要があることを調査団からNAMRIA側に提言した。 

   3) 人員の配置 
 電子海図作成において核となるポスト（主任、課長レベル）については、電子海図作成の
ための体制を確固とするためにも、長期間留任し、継続した業務を行うことが望ましい旨、
調査団からNAMRIA側に提言した。 

   4) 予算確保 
 電子海図作成、最新維持のためには、機材維持管理、ソフトウェアの更新、維持は必須で
あるため、これらに係る予算の確保は必須である旨、調査団からNAMRIA側に提言した。 

 
 (2) プロジェクト期間中に関しての提言 

 電子海図、そして電子海図プロジェクトの取り組みについて、電子海図を利用するであろう
関係者への広報、情報提供が十分行われていないように見受けられた。したがって、セミナー、
インターネット等による啓発、普及活動を行う必要がある旨、調査団からNAMRIA側に提言し
た。 

 
 (3) プロジェクト期間終了後に関しての提言 
   1) 測地変換について 

 マニラ湾、ルソン島北西部における測量、及び測地変換は行われたが、これら地域は測量
結果の歪みが小さい地域であることから、歪みの大きい地域における測地変換を実践してい
く必要がある旨、調査団からNAMRIA側に提言した。 

   2) 電子海図表示記号（S-57）の理解について 
 プロジェクトが対象としたマニラ湾、ルソン島北西部における電子海図作成は終了してい
るため、これら地域における電子海図表示記号について、Ｃ／Ｐは十分理解できている。一方、
これら地域には該当しなかった表示記号も数多く存在するため、他地域の電子海図作成時に
実践を通して学ぶ必要がある旨、調査団からNAMRIA側に提言した。 

   3) 電子海図の最新維持 
 電子海図の最新維持のためには、理論の修得だけではなく、実務を通した知識、技術の修
得が必要である旨、調査団からNAMRIA側に提言した。 
 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運
営管理に参考となる事柄） 

 (1) 短期専門家の投入方法 
 日本側は、測量、電子海図作成分野において、同じ短期専門家を３～５回にわたり派遣し、
技術移転の継続性を高めるよう努力した。この取り組みにより、専門家の現地事情理解、Ｃ／Ｐ
の技術レベル理解が促され、内容、レベルにおいて適切な協力が行われた。 
 

 (2) 適時の投入の重要性 
 本プロジェクトにおいては、当初の機材投入の遅れがプロジェクトの進捗度合いに影響して
いる。したがって、プロジェクト実行計画と機材調達スケジュールを十分念頭において、プロ
ジェクト運営の理解を行う必要がある。 



－1－

   
第１章 終了時評価調査団の概要 

 

１－１ 調査団派遣の目的 

 (1) 2000年６月15日から2003年６月14日までの予定で実施中のフィリピン共和国（以下、「フィ

リピン国」と記す）個別専門家チーム派遣終了を前に、これまでの協力内容を当初計画と照

合し、派遣専門家の活動実績、カウンターパート（Ｃ／Ｐ）への技術移転状況等について評価

５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から評価を行う。 

 

 (2) 目標達成度を確認したうえで相手国政府と協議を行い、プロジェクト終了までに、プロジ

ェクト終了時に両国が取るべき措置を確認する。 

 

 (3) フィリピン国における今後の当該分野に対する協力のあり方、改善点を明らかにし、提言

事項を整理する。 

 

 (4) 今後、同様のプロジェクトを実施する際に配慮すべき事項を整理し、教訓事項として整理

する。 

 

１－２ 調査団派遣の背景・経緯 

 フィリピン国地図資源情報庁沿岸測地局（CGSD/NAMRIA）は、185の海図を刊行しているが、

一部の海図を除き、戦前又は戦後間もない古いデータに基づく海図である。また、各国は国際海

運の安全確保のため、統一された基準に基づいて国際海図を作成する必要があり、フィリピン国

は国際水路機関（IHO）決議により自国水域における37の国際海図を作成・刊行する責務を負っ

ているが、いまだ刊行されていない（平成14年６月現在）。 

 一方、電子海図は従来の紙海図に比べ、高い精度と利便性が確保できるため、航海の安全と運

行効率の著しい向上が期待できることから、IHO内の委員会での検討を経てシステムが確立され、

さらに、国際海事機関（IMO）において、海上における人命の安全のための国際条約（SOLAS条

約）上の海図と同等物として位置づけられる性能基準案が正式に採択された。これを受け、東ア

ジア水路委員会（EAHC）においても、地域内の電子海図整備に向けた技術の普及を進めようと

する動きがあるが、フィリピン国における電子海図の整備は、いまだほとんど手つかずの状態で

ある。我が国は、世界で最初に電子海図を刊行するとともに、東アジア電子海図セミナーを開催

するなど、電子海図の整備促進に大きな役割を果たしてきており、その技術力から電子海図に関

する技術移転について、先導的な役割が期待されている。 

 本プロジェクトは、海上交通の安全確保に大きく寄与すると考えられる電子海図の作成技術を
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フィリピン国に導入することを目的として、その基となる水路測量のデジタルデータの取得及び

電子海図作成技術の移転を通じて、フィリピン国における国内、国際海運の安全確保に貢献する

ものである。 

 今般、2000年６月15日から３年間の予定で実施されてきた本プロジェクトも残すところ10か月

程度となった。そこで、プロジェクトの達成度、成果等の実績の確認を行い、評価５項目の観点

からフィリピン国とともに評価する。また、今後の対応を双方で確認するとともに、評価結果に

基づき提言・教訓事項を取りまとめることとした。 

 

１－３ 調査内容・項目 

 (1) 国内準備作業 

   1) 日本側・フィリピン国側双方のこれまでの活動・投入実績（活動実績表・投入実績、成

果品等）の整理、一覧表作成 

   2) 評価用PDM作成（現行のPDM並びに評価指標の見直し）、及び評価グリッドの作成 

   3) Ｃ／Ｐ及び電子海図利用者（海運業界団体等）へのアンケート調査票作成・配布・回収・

分析 

   4) プロジェクト終了時の対応に関する事前検討（日本側対応方針の検討） 

 

 (2) 現地調査 

   1) 調査手法 

   ① 専門家、Ｃ／Ｐの活動状況、投入機材の現況、作成された電子海図等の成果品の確認 

   ② Ｃ／Ｐへのアンケート調査、電子海図利用者に対するアンケート調査の結果分析（調査

団派遣前に現地にて回収を完了のうえ、あらかじめ派遣するコンサルタントが結果を取

りまとめ、分析を完了させる） 

   ③ 上記結果をレビューするための合同調査委員会を開催する。 

   ④ プロジェクト延長の必要性等、プロジェクト終了後の対応について地図資源情報庁

（NAMRIA）ほか、関係機関の意見を聴取する。 

   2) 調査項目 

   ① 妥当性 

 国際合意との整合性、政策との妥当性、電子海図作成ニーズの検証 

   ② 有効性 

 Ｃ／Ｐの技術到達度、作成された電子海図の質、作成・維持管理体制等の検証 

   ③ 効率性 

 投入状況、トレーニングの成果（数、質）、セミナー開催実績等の検証 
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   ④ インパクト 

 政策・組織への影響、発生した社会的影響の検証 

   ⑤ 自立発展性 

 投入予算、組織体制、作成・維持管理技術に関する検証 

 

 (3) 帰国後国内作業 

   1) 調査結果を取りまとめ、報告書を作成する。 

   2) 帰国報告会を開催し、関係者（外務省、国土交通省、海上保安庁ほか）に対し、調査結

果の報告及び提言を行う。 

 

１－４ 調査団の構成と調査期間 

 (1) 調査の構成 

担 当 氏 名 所 属 

総括／団長 小泉 純作 国際協力事業団 専門技術嘱託 

電子海図技術 穀田 昇一 海上保安庁海洋情報部技術・国際課 国際業務室長 
評価企画 河添 靖宏 国際協力事業団アジア第一部東南アジア課 

評価調査 小島 京子 インテムコンサルティング㈱ 

 

 (2) 調査期間 

   調 査 団：2002年11月25日～12月３日 

   小島団員：2002年11月20日～12月３日 
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１－５ プロジェクトの概要 

 本プロジェクトの上位目標（プロジェクト終了後５年程度あとに達成されるべき目標）、プロジ

ェクト目標（プロジェクト終了時に達成されるべき目標）、成果、活動は以下のとおりである。 

 なお、プロジェクト開始当初のプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）は、付属資料

３のとおりである。 

 

上位目標 

 電子海図が継続的にアップデートされる 

プロジェクト目標 

 NAMRIAの人材が電子海図作成、アップデートに必要な技術及び関連水路測量技術を習得する 

成 果 

 1. デジタル化水路測量技術システムが確立される 

 2. 電子海図作成、アップデート技術のシステムが確立される 

活 動 

1-1 水路測量用の電子化機器を整備する 

1-2 データ収集・加工システムを準備する 

1-3 上記1-2にて準備されたシステムの保守管理を習得する 

1-4 ルソン測地系の歪みを補正するための必要データを収集する 

1-5 ルソン測地系の歪みを補正するための技術を確立する 

1-6 収集したデータを加工修正する 

1-7 電子情報の品質管理技術を習得する 

1-8 システム用のマニュアルを作成する 

2-1 電子海図作成、アップデート用の教材を作成する 

2-2 電子海図作成、アップデートのためのシステムを導入する 

2-3 電子海図システムの操作、保守、管理用マニュアルを作成する 

2-4 電子海図操作のための研修を実施する 

2-5 電子海図データの評価設備を設置する 

2-6 70万分の１尺度以下の海図を電子化する 

2-7 上記2-6の電子海図データを編集する 

2-8 ルソン島北西部（小縮尺）とマニラ湾（大縮尺）のデジタル図を用いて電子海図を編集する 

2-9 電子海図をCD-ROM化する 

2-10A 上記2-9で作成した電子海図CD-ROMを発行する 

2-10B 上記2-9で作成した電子海図CD-ROMをアップデートする 

2-11 電子海図表示装置を搭載した測量船を用いて電子海図の検証を行い、アップデート作業も

実施する 

2-12 電子海図、電子海図表示装置の使用方法に関するセミナー、ワークショップを開催する 
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第２章 調査の方法 
 

(1) 評価用PDM（PDMe）の作成及びこれに基づく調査事項の選定 

 本プロジェクトは、プロジェクト・サイクル・マネージメント手法（PCM手法）を用いて進

捗管理が行われてきており、同手法を用いて評価を実施することとした。 

 評価実施に際してのPDMe作成は下記のとおり行った。 

  1) 調査団員及びプロジェクトにおけるオリジナルPDMの確認 

   （調査団員、プロジェクト専門家、JACAフィリピン事務所とのテレビ会議） 

  2) 評価用PDM（案）についての検討、確認 

   （調査団員、プロジェクト専門家、JICAフィリピン事務所とのテレビ会議） 

   （付属資料４参照） 

  3) 調査事項（評価グリッド：評価用PDMに基づき調査事項を整理したもの） 

   （付属資料５参照） 

  4) 訪問先の選定及び質問票事前送付 

   検討の結果選定した訪問先は、付属資料１のとおりである。 

 

 なお、評価調査の実施要領、評価用PDMのフィリピン側に対する説明・確認等の作業は、プ

ロジェクト専門家及びJICAフィリピン事務所を通して行った。 

 一方、上記 2)評価用PDM（案）についての検討、確認の過程において、オリジナルのPDM

を基に評価用PDMを作成するうえで、以下の２点については若干の修正を加える必要性が認め

られた。 

  ① オリジナルのPDMにおけるプロジェクト目標、上位目標の評価指標が、ほぼ同一のもの

であるため、それぞれのレベルに応じた指標を設定する必要があった。 

  ② 調査団がプロジェクト目標の達成度を評価するにあたり、その目標が意味するところを

より適切に指標として表現する必要があった。 

 

 以上の点に関し、評価指標について次のとおり修正することをフィリピン側に打診したとこ

ろ、了承が得られたため、評価用PDMeにおいて修正することとした。 
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 PDMo（変更前） 

Various scale new ENCs are produced continuously 

 

 PDMe（変更後） 

１．Degitalization system for hydrographic and geodetic survey is established 
２．ENC producing system is introduced and continuously operated 
３．ENC updating system is introduced and continuously operated 
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第３章 調査結果 
 

３－１ プロジェクトの実績 

 (1) 上位目標、プロジェクト目標に対する実績 

 プロジェクトにおいて、大縮尺（マニラ湾）及び小縮尺（ルソン島北西部）の２部の電子

海図が既に作成されている。電子海図アップデートについては、プロジェクトでは習得のた

めの模擬アップデートが実施されている。 

 実質的なアップデート技術確立は上位目標のひとつとなる。継続的に電子海図を作成・ア

ップデートしていくには、沿岸測地局（CGSD）が引き続き技術を学び、実務経験を積むこ

とが必要である。なお、アップデート技術をCGSDが十分に確立するまでには、プロジェク

ト終了後、更に２年程度の期間が必要であろうと考えられる。 

 また、フィリピン全土の電子海図作成を進めるためには、同分野における計画的な政策・

戦略策定が必要となる。 

 なお、本プロジェクトの目標「地図資源情報庁（NAMRIA）の人材が電子海図作成、アッ

プデートに必要な技術、及び関連水路測量技術を習得する」に対する実績は、以下のとおり

である。 

   1) 水路技術のデジタル化について 

   ① 技術習得 

 測地系の歪み補正のためにGPS測量システムを導入した。機器の取り扱い技術の習熟

度は極めてよい。水路測量については、２隻の測量船にシービームデータ処理システム

が導入され稼動している。 

   ② マニュアル 

 GPS測量システム・マニュアルが、「現地測量篇」と「データ解析篇」の２部構成で現

在作成が進行中であり、プロジェクト終了までに完成の予定である。 

   2) 電子海図技術の修得度について 

   ① 技術習得 

 Ｃ／Ｐは小縮尺・大縮尺２枚の海図の測地系歪み補正を行い、電子海図化してCD-ROM

を作成した。ルソン島北西部の小縮尺（70万分の１）海図の電子海図化は完成しており、

マニラ湾の大縮尺海図の電子海図化もほぼ終了している。電子海図原版の作成段階まで

の技術は定着しており、電子海図作成技術の習熟度は極めて高い。 

   ② マニュアル 

 電子海図システムの操作・保守・管理用マニュアルについては、現在準備中で、プロ

ジェクト終了までに暫定版を作成する予定である。 
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   3) 電子海図最新維持、アップデート・システム技術の習得度 

   ① 最新維持、アップデート・システム 

 電子海図データベースの最新維持とアップデート情報の提供を行うシステム整備（ソ

フトウェア及びハードウェア）については、プロジェクト終了までに整備される予定で

ある。マニュアルは、現在執筆が進められている。 

   ② 最新維持、アップデート実務技術 

 電子海図アップデートを行う技術習得については、基礎的理論は習得しているが、実

務レベルには不十分である。アップデート技術習得の遅れについての理由としては、主

に２つあげられる。まず１つは、ハードウェアとソフトウェア（機材）の調達が８か月

遅れ、プロジェクトの実質的な開始が遅れた。したがって、技術訓練活動全体の進捗が

遅れた。２つ目は、当初の予測より技術習得に時間を要したためである。 

 特に、電子海図（ENC）作成プロセスの第一段階において、電子海図ソフトウェア

（７Cs）とシステムの理解に十分時間が必要であった。 

 

３－２ プロジェクトの実施状況 

 (1) 全体的な進捗状況 

 ENCアップデート応用技術の技術移転作業は、理論のみで実践技術の習得は未達成である。

このほかに活動の変更は特にない。 

 

 (2) プロジェクトの運営管理 

 ほぼ月１回の電子海図技術開発プロジェクト監理委員会（OCDEP）の開催により討議して

いる。具体的個別問題については、システムマネージャー（電子海図推進室長）とその都度

話し合いを実施し、適切に対処されている。 

 そのほか、言語等のマイナーな困難がときに発生したが、継続的なかかわりあいと相互の

話し合いにより速やかに解決されている。 

 

 (3) Ｃ／Ｐの参加度 

 Ｃ／Ｐは、積極的にプロジェクト活動に参加してきたといえる。しかし、Ｃ／Ｐの何人かは

ときにCGSDの緊急な公務などの業務により手をとられ、プロジェクト活動に丸一日従事で

きないことがあった。特に、プロジェクト期間中にフィリピン海域特定の調査が行われるこ

とになり、その公務に時間をとられたことがあった。 
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 (4) 実施機関のプロジェクトに対する姿勢 

 NAMRIAは実施機関として、予算配当及びスタッフ配当を含めて、ENCプロジェクトに十

分コミットしている。また、管轄機関であるNAMRIAは、電子海図開発を既に政策に合致す

る開発課題のなかでも最優先されるもののひとつと考えており、プロジェクト実施後にも電

子海図開発のためのスタッフ配置と、CGSDへの予算配当を含めた今後のコミットメントを

計画している。 

 

 (5) 人員の配置 

 プロジェクト・ダイレクター常時１名（交代により計２名）、プロジェクト・リーダー１名、

スーパーバイザー１名、電子海図マネージャー１名、チーフ・オペレーター１名、S-57専門

家１名、システム・アドミニストレーター１名（オペレーター兼任）、オペレーター６名、測

地測量１名、水路測量３名、総計で17名が配置された。 

 

 (6) フィリピン側の費用負担 

 運営経費については、CGSD予算から問題なく準備されている（プロジェクトに特化した

予算配当は算出されていない）。プロジェクト費を含めCGSDの予算配当は、2000年１億

427万8,000ペソ、2001年１億158万1,000ペソ、2002年１億1,167万8,000ペソの配当である。 

 プロジェクト運営費は、2000年23万ペソ、2001年29万ペソ、2002年31万5,000ペソ〔給与及

び福利厚生費などは、地図資源情報庁沿岸測地局（CGSD/NAMRIA）全体予算に含まれる〕。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 目標達成度 

 本プロジェクトは、「地図資源情報庁（NAMRIA）の人材が電子海図作成、アップデートに必要

な技術及び関連水路測量技術を習得する」ことを目標としている。したがって、達成度の評価は

測量に係る機材、技術、体制（機材整備、技術、体制を含めた包括的な概念）の到達度、電子海

図作成、海図の最新維持に係るシステムの到達度に関する観点から行った。 

 

 (1) 測量について 

 フィリピン側Ｃ／Ｐは測量技術については十分な技術を有している。また、比較的簡易な測

地変換技術、測量結果を電子海図に反映させていく際の規則を定めた国際標準規格〔電子海

図表示記号（S-57）〕に係る基礎は、修得できていると評価できる。また、機材整備状況、体

制面についても、業務を遂行するうえでの条件はおおむね整備されていると評価できる。 

 

 (2) 電子海図作成、最新維持について 

 当初計画と比べて全体的にプロジェクト進捗状況は遅れている。その主な理由としては、 

   1) 電子海図作成に係る機材調達が、当初計画よりも８か月程度遅れたこと 

   2) 電子海図はフィリピンにおいて全く新しい技術であり、Ｃ／Ｐにおける電子海図そのもの

への理解、導入された電子海図作成ソフトの運用に関する理解が、当初計画に比して時間

を要したことがあげられる。 

    ① 電子海図作成について 

     紙海図から電子海図への変換、作成された電子海図の検証、これらに係る機材、人員

の配置等は適切に行われている。また、CD-ROMによる電子海図の出版（マニラ湾、ル

ソン島北西部）は、当初予定よりも３か月程度遅れるが、2003年６月までには行われる

予定であり、現状において電子海図作成面のシステムはおおむね整備されていると評価

できる。 

    ② 電子海図の最新維持について 

     電子海図の作成が当初計画に比べて遅れることとなり、結果として、作成された電

子海図に新たな測量結果を反映させていく（最新維持）ためのシステムに係る技術移

転の基盤整備は、2003年６月（電子海図のCD-ROM出版後）となる。それ以降は、速

やかにシステムの整備を行う必要がある。なお、最新維持に係るシステムを構築する

ためには、測量→データベースへの結果反映→検証→発行のプロセスを数回繰り返す、

実務を通した訓練が必要であると思われる。 
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４－２ 評価５項目ごとの評価結果 

 (1) 妥当性 

 電子海図整備の意義のひとつとして、海洋上の安全性向上があげられる。一方、フィリピ

ン政府は、下記の国家計画のなかで海洋上の安全性向上を開発課題としてあげている。本プ

ロジェクトは、これらの国家的目標を実現するためのひとつの方策としての意義、妥当性は

高いと評価できる。 

   1) 「中期国家開発計画（MTPDP）2001～2004年」 

 MTPDPの第６章に、海洋上の安全対策を推進することが述べられている。 

   2) 「環境天然資源省中期投資計画（MTPIP）2002～2005年」 

 MTPDPを受けて、海洋環境保全、航行安全性向上のためのインフラ整備に係る具体的プ

ロジェクトが記載されており、そのなかに「電子海図」が位置づけられている。 

   3) 「国家海事計画（NMP）」 

 

 国連海洋法決議（UNCLOS）に基づいて、世界各国は電子海図作成を推進している。NMP

には、同決議の内容をフィリピン国内で推進するための計画が述べられている。 

 また、①電子海図の従来の紙海図に比して高い精度と利便性（危険区域の自動表示など）

が確保でき、船舶航行の安全性向上と運行効率の向上につながる、②フィリピン国は国際水

路機関（IHO）決議により、自国水域における37の国際海図を作成する義務を負っている、

③我が国は既に自国海域に関する電子海図を整備しており、その経験・技術をアジア地域に

広く普及していく役割を担っているところから、本件協力の妥当性は高いと評価できる。 

 

 (2) 有効性 

 プロジェクトにより、大縮尺電子海図（マニラ湾）、小縮尺電子海図（ルソン島北西部）が

作成されている。これらの成果品を作成するプロセスのなかで、Ｃ／Ｐは今後、他の地域の電

子海図を継続的に作成していくための基礎技術を修得したということができる。また、継続

的な技術向上、人材育成を行っていくうえで必要となるマニュアルも整備された。電子海図

最新維持については、プロジェクトにおいて機材の整備とマニュアルの整備は行っているが、

係る技術の定着については、今後の課題として残されている。 

 

 (3) 効率性 

 測量及び電子海図作成のためのシステムは計画どおり整備されたとはいえ、この面での効

率性は高いと評価できる。また、導入された機材を活用した技術指導、本邦への技術研修等

を通してデジタル測量技術と電子海図作成技術については、沿岸測地局（CGSD）が自立発
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展していける程度までの水準に達しており、今後フィリピン国が独自で海図作成を行う素地

が確立されたことを勘案すると、投入（評価調査結果要約表「１－２ 協力内容の(4)投入」

を参照）に比して、その成果は大きいと評価することができる。ただし、既述のとおり、プ

ロジェクトの進捗は当初計画に比べて遅れており、プロジェクト全体としては、機材調達の

タイミングの適正化、プロジェクト開始前において、Ｃ／Ｐの電子海図に対する理解促進を行

うなど、効率性を高めるための方策もあったことと思われる。 

 

 (4) インパクト 

 上位目標「電子海図が継続的にアップデートされる」に対して、プロジェクトは測量、電

子海図作成面でのシステム整備に大きく貢献している。今後、Ｃ／Ｐの自主的な技術向上、実

務経験の積み重ねにより、上位目標は達成されることと思われる。 

 また、電子海図利用者はフィリピン国内だけではなく、海外にも多数存在するため、本プ

ロジェクトが、世界各国の船舶がフィリピン沖を航行する際の安全性向上にも大きく寄与す

ることも、長期的なインパクトとして評価できる。 

 

 (5) 自立発展性 

 フィリピン国政府は国際的取極め、国家計画に基づき、海洋上の安全性向上の一環として

電子海図作成に取り組んでいるため、政策的にも、また、予算的にも本プロジェクトの成果

はフィリピン側において更に発展されることが期待できる。 

 測量、電子海図作成については、実務を通して経験を積み重ねることにより、更なるシス

テムの発展が可能であると思われる。一方、電子海図の最新維持については、機材、マニュ

アルの整備はプロジェクト期間内に終了するため、その実践を通した技術の定着が必要であ

り、今後の課題として残されている。 

 

 NAMRIAにおける電子海図の自立発展性を担保するうえでの課題点は、以下のとおり整理

できる。 

  ① ENC optimization（電子海図の最適化技術） 

  ② Creating Exchange Set（電子海図に関するファイルの作成） 

  ③ Compiling ENC using Update Information（最新情報に基づいたENC作成） 

  ④ Managing and Planning（刊行計画、刊行／最新管理フローの確定） 

 これらについて更なる技術向上、制度整備が行われれば、フィリピン国の電子海図作成・

最新維持が将来にわたり、持続発展するものと考えられる。 
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４－３ 電子海図技術面からみた評価結果 

 ここでは、本プロジェクトを、電子海図技術の到達度の観点から評価を行うこととする。その

ために、まず電子海図作成・最新維持プロセスを簡潔に説明したうえで、現状におけるNAMRIA

の電子海図作成技術の到達度を評価することとしたい。 

 

 ４－３－１ 電子海図作成・最新維持プロセスについて 

  (1) 電子海図の作成 

 電子海図の作成・最新維持プロセス（図４－１のフローチャート参照）は、既存の紙海

図（アナログデータ）からスキャナーを用いて画像データとし、デジタル海図編集に特化

したCADソフトを用いて数値化化し、このデジタルデータを電子海図表示記号（S-57）に

沿って作成された電子海図作成ソフトウェア（ENC Designer／供与機材）により、電子海

図データとして（ベクタ化という）編集する。このようにして編集された複数の電子海図

データをデータベース（DB）として管理する。このDBから必要部分を切り出し、電子海

図原盤（マスターCD-ROM）を作成する。 

 本プロジェクトでは、ここまでを電子海図作成と定義している。この電子海図原盤を

CD-ROMに複製し、ユーザーに頒布（刊行）する。 

 

  (2) データベース最新維持 

 電子海図を刊行したあと、港湾造成等に伴う海岸線の変化、水深の変化による測量デー

タや航路標識（灯台等）の標識内容変更、及び海底工事等に伴う海図情報の変化を、ユー

ザーに周知するための水路通報等の情報に基づき、デジタル更新情報データを作成し、電

子海図DBを修正する。かつ、電子海図を刊行した時点及びDBを更新した時点を世代ごと

に電子海図DBを管理する。 

 

  (3) 更新情報（アップデートデータセット）の作成・提供 

 世代ごとに管理しているDBにより、新旧のDBの変更部分（差分）を抽出し、既に刊行

した電子海図のための更新情報（ER）を作成して、CD-ROM又はオンラインで電子海図ユ

ーザーに提供する。その後、海図変化情報を継続的に収集してERを作成し、定期的に発行

する。本プロジェクトでは、上記(2)の電子海図DBを修正するところまでを電子海図最新

維持と定義している。 
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図４－１ Flow-chart of ENC production in the Philippines 
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 ４－３－２ 各プロセスにおける技術達成度 

 電子海図作成・最新維持プロセスを技術的に評価するため、技術移転達成度を電子海図作成

工程ごとにプロジェクト開始時と現状を比較する表４－１を作成した。表の右覧に示すN、B、

A、E、Sは、以下の技術移転達成度合いを示している。 

N ：未経験又は知識なし 

B ：基本的理論と知識のみ（達成度10～20％） 

A ：一部の実用技術を含む理論と知識を吸収している（達成度30～40％） 

E ：ほぼ技術移転目標を達成している（達成度70～90％） 

S ：十分な知識技術を習得している（達成度95～100％） 

 

  (1) 紙海図をデジタル化する工程（以下、表４－２参照） 

 CGSDでは、本プロジェクト以前からCARISシステムという紙海図のデジタルDBを作成

するシステムを導入して、紙海図のデジタルDBの作成に取りかかっていた。 

 ちなみに、この部分は、本プロジェクトの技術移転項目の範囲から除外されている。 

 

  (2) データ変換 

 CARISシステムは特殊な書式であるため、NTXフォーマットという一般に通用する書式

（DXF等）に変換するとともに、国コード、セル範囲の設定及び任意の測地系変換を行う

必要がある。このデータ変換作業に関する習熟度は、測地系の歪みを含む複雑なデータム

シフトの問題が未解決のため達成度は80％程度である。 

 

  (3) 図形の数学的処理 

 トポロジーは、図形の空間関係を数学的に整理する体系をいう。電子海図にはNode、

Edge、Faceの３つの要素でベクタ化されており、孤立している点（水深、底質等の点）、

連結されている点（等深線、海岸線等の線）及び面（危険界、描泊域等）で階層幾何学的

に構成される。図形を系統的に数値化する方法として、S-57ではChain Node法を採用して

おり、 

・点の表現は、独立又は連結ノードとしてコード化 

・線は、エッジの結びつけられた連続としてコード化 

・面は、共通の連結ノードで始まり終わるエッジの閉じたループとしてコード化 

している。この部分の達成度は、マニラ湾の成果を見るとほぼ100％といってよい。 
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表４－１ プロジェクト開始前と比較した電子海図作成技術の状況とマニュアルの整備状況 

Process of ENC production (Japanese) Before Current 

０ Digitized Paper Chart/CARIS NTX Files (紙海図作成のデジタル化) Ｓ Ｓ 

１ NXT Converter   

 Initial Set up of country Code and Cell Naming. (国コード、セル名の設定) Ｎ Ｅ 

 Datum Conversion (測地系変換) Ｎ Ｅ 

２ Topology Correction   

 How to correct the topology before encoding ENC (Chain Nodeの理解) Ａ Ｓ 

 How to digitize isolated node, connected node, and edge (Digitize方法の理解) Ｂ Ｓ 

 How to remove redundant topology (Redundancyの理解) Ａ Ｓ 

３ ENC Encoding   

 Understanding feature objects in S-57 (S-57オブジェクトの理解) Ｂ Ｅ 

 Understanding attributes in S-57 (S-57アトリビュートの理解) Ｂ Ｅ 

 Relationship between paper cheat and symbolization and ENC symbolization (紙海図との対応) Ｂ Ｅ 

 Mandatory objects in ENC (必須オブジェクト) Ｂ Ａ 

 Mandatory attributes for each objects. (必須アトリビュート) Ｂ Ａ 

 Understanding the concept of Mask and Data limit (マスクとデータリミットの理解) Ｎ Ｅ 

 Understanding the concept of Group-１ (グループ１の理解) Ｂ Ｅ 

 How to examine the Use of object catalogue while encoding ENC (オブジェクトカタログの使い方) Ｂ Ｅ 

４ ENC Optimization   

 Understanding how the SCAMIN works (SCAMINのしくみの理解) Ｎ Ａ 

 Understanding how the ENC Optimizer generalize the edge (ENC OptimizerによるGeneralization) Ｎ Ａ 

５ Quality Assurance   

 Understanding errors/warnings message by ENC Analyzer (ENC Analyzerのメッセージ理解) Ｎ Ｅ 

 How to correct errors/warnings (修正方法) Ｎ Ｅ 

 Correcting errors/warnings manually comparing with paper chart (目視によるエラーチェック) Ｎ Ｅ 

 Checking ENC by plot out (プロッター出力によるチェック) Ｎ Ａ 

６ Creating Exchange Set   

 How to use ENC Manager (ENC Managerの使い方) Ｎ Ａ 

 How to create catalogue file (カタログファイルの作り方) Ｎ Ａ 

 How to create README.TXT. (README.TXT.の作り方) Ｎ Ａ 

 How to create CD-ROM (CD-ROMの作り方) Ｎ Ａ 

７ Compiling ENC using Updata Information   

 How to read light table and put the information manually into ENC (灯台表データのEN入力方法) Ｂ Ｅ 

 How to merge survey data and recompile (新測量データの取り込み方法) Ｎ Ａ 

 How to enter Notice-to-Mariners to ENC (水路通報の取り込み方) Ｎ Ａ 

 How to produce ER using ENC Manager (ERの出力方法) Ｎ Ａ 

８ Computer Engineering   

 How to operate the hardware (ハードウェア操作方法) Ｂ Ｅ 

 How to operate Operating System (OS操作方法) Ｂ Ｅ 

 Understanding system configuration (システムの構成の理解) Ｎ Ａ 

 How to install updated software (ソフトウェアのアップデート) Ｎ Ａ 

９ Management and Planning   

 How to make a plan for publishing ENC (刊行計画) Ｎ Ｂ 

 Understanding ENC scheming (ENCスキーミング) Ｎ Ａ 

 
Understanding flow from surveying to producing ENC for the purpose of making ENC update  
(電子海図アップデートのための測量から電子海図作成の流れの理解) Ｂ Ａ 

付属資料９より 
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表４－２ Check List 

① NTX Converter 

・国コード、セル名の設定 ・Initial Set up of country Code and Cell Naming. 
・測地系変換 ・Datum Conversion 

② Topology Correction 
・Chain Nodeの理解 ・How to correct the topology before encoding ENC. 
・Digitize ・How to digitize isolated node. connected node, edge. 
・Redundancy ・How to remove redundant topology. 
③ ENC Encoding 
・S-57オブジェクトの理解 ・Understanding feature objects in S-57. 
・S-57アトリビュートの理解 ・Understanding attributes in S-57. 
・紙海図との対応 ・Relationship between paper cheat symbolization and ENC 

   symbolization. 
・必須オブジェクト ・Mandatory objects in ENC. 
・必須アトリビュート ・Mandatory attributes for each objects. 
・マスクとデータリミット ・Understanding the concept of Mask and Data limit. 
・グループ１ ・Understanding the concept of Group-１. 
・オブジェクトカタログの使い方 ・How to examine the Use of object catalogue while encoding ENC. 
④ ENC Optimization 
・SCAMINのしくみ ・Understanding how the SCAMIN works. 
・ENC Optimizerによる ・Understanding how the ENC Optimizer genenaralize the edge. 

Generalization 
⑤ Quality Assurenance 
・ENC Analyzerのメッセージ ・Understanding errors/warnings message by ENC Analyzer. 
・修正方法 ・How to correct errors/warnings. 
・目視によるエラーチェック ・Correcting errors/warnings manually comparing with paper chart. 
・プロッター出力によるチェック ・Checking ENC by plot out. 
⑥ Creating Exchange SET 
・ENC Managerの使い方 ・How to use ENC Manager. 
・カタログファイルの作り方 ・How to create catalogue file. 
・README. TXTの作り方 ・How to create README. TXT. 
・CD-ROMの作り方 ・How to create CD-ROM. 
⑦ Compiling ENC using Updata 

 Infomation 
・灯台表データのEN入力方法 ・How to read light table and put the information manually into ENC. 
・新測量データの取り込み方 ・How to merge survey data and recompile ENC. 
・水路通報の取り込み方 ・How to enter Notice-to Mariners to ENC. 
・ERの出力方法 ・How to produce ER using ENC Manager. 
⑧ Computer Enginerning 
・ハードウェア操作方法 ・How to operate the hardware. 
・OS操作方法 ・How to operate Operating System. 
・システムの構成 ・Understanding system configuration. 
・ソフトウェアのアップデート ・How to install updated software. 
⑨ Management and Planning 
・刊行計画 ・How to make a plan for publishing ENC. 
・ENCスキーミング ・Understanding ENC scheming. 
・電子海図アップデートのための ・Understanding flow from surveying to producing ENC for the 

測量から電子海図作成の流れ   purpose of making ENC update. 
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  (4) 海図情報の電子化 

 すべての海図情報を電子化する部分で、 

   ① OBJECTコード 

・図式を用いて地図に表現する事象を定義するGeo-feature Object（130種類） 

・測地系、縮尺などの個々のオブジェクトに共通な事項を定義するMeta-Feature Object

（13種類） 

・航路標識と航路の関係のようなオブジェクト間の関係を定義する集合Feature Object

（３種類） 

   ② ATTRIBUTE（属性）コード 

・Geo-Object Attribute（189種類） 

・言語Object Attribute（５種類） 

・空間と共用Object Attribute（３種類） 

のS-57に定義されるOBJECT CLASSとATTRIBUTE CLASSに階層化してコード化する部分

である。また、ここでは電子海図編集に欠かせない必須オブジェクトと必須アトリビュ

ートの理念を理解する必要があるとともに、実際に海図情報をCRT上に表現することを

意識して、マスクの概念や地表全体にいかなる隙間があってもならないというGROUP１

の概念を理解する必要がある。このEncoding技術部分の達成度はマニラ湾ルソン北西部が

電子化（ベクタ化）されていることから、必須オブジェクト・アトリビュートの部分（30％

程度）を除けばかなり理解されている（85％程度）。 

 

  (5) 電子海図最適化 

 このソフトウェアは、(4)のベクタ編集データを自動的に階層構造に整理するとともに、

属性を付加してCRT上に表示する電子海図の各種要素（機能）の充実を図るためのもので

ある。このソフトウェアを使うと海岸線を数値化する場合、ランダムに編集していっても

上記のS-57に規定した方法に沿って、ベクタ化の過程が整理されることになる。しかし、

その内容を理解していないと実用的な電子海図にならない。一例としてSCANMIN機能は、

無数の水深に属性を付与することにより、ECDIS上に表示するとき、縮尺に応じて適切に

選択された水深が表示されるようになるものである。つまり、この部分の編集技術には、

紙海図編集のセンス、言い換えれば、これまでの海図編集の経験と能力が求められる部分

である。この部分の達成度は30％程度である。 

 

  (6) 品質管理 

 電子海図編集データの品質チェック工程の部分である。論理的にS-57仕様と一致してい
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るかを検証するソフト（ENC Analyzer）の内容をどこまで理解しているか、及びError/Warning

メッセージを確実に理解しているか、並びに、その修正技術を習得しているかが達成度の

目安となる。また、紙海図との目視比較、プロッター出力との比較も必要となる。マニラ

湾、ルソン島北西部の電子海図が検証実験段階にあることから、達成度としては90％程度

である。ただし、プロッター出力でのチェックには至っていない。 

 

  (7) データ交換技術 

 電子データ交換のための論理的な最小単位をExchange Setといい、１つのカタログファ

イルと少なくとも１つのデータセットファイル（座標系、投影法、測地系、基準面、デー

タの縮尺、単位、データセットの出典に関する情報等をコード化したファイル）により構

成される。水路誌や沿岸情報案内のような文章や画像による情報を付加することもできる。

その他、交換セットの構造、具体的な使用法などを文章で表現するREADME.TXTファイル

を付加する。この部分は、簡単に言えば、電子海図管理技術の一部である。この部分の達

成度は、理論的なことしか説明していないので30％程度である。 

 

  (8) 最新維持管理 

 電子海図の更新技術にかかわる部分である。新測量成果の取り込み方法、水路通報の取

り込み方法、及び電子補正情報の出力方法等を実践（OJT）する必要がある。この部分の

達成度は理論的説明のみで、灯台表の取り込みを除き、まだ実践していないことから20％

程度である。 

 

  (9) コンピューター技術 

 ENC作成・維持管理システムを運営・保守していくため管理技術部分である。ハードウ

ェアの操作とOSの操作方法については十分理解している（90％程度）。 

 ただし、システムの構成の理解度とソフトウェアの更新については、説明のみで実践し

ていない。（30％） 

 

  (10) 維持管理計画 

 フィリピンの電子海図を継続的に発行・更新していくための計画・管理の部分である。

この部分の人材育成と定着が、本プロジェクトのキーポイントである。現段階は、電子海

図管理者研修を日本で実施し、実務を勉強中なので達成度を測るのは困難だが、20～30％

程度である。 
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４－４ 結 論 

 測量、電子海図作成に係るシステムは目標に照らして予定どおり整備されている。しかし、電

子海図の最新維持に関するシステムは、①機材調達の遅れ、②プロジェクト開始当初、電子海図

（＝新たな技術）に関するフィリピン国側技術者の初歩的理解が不十分であったため、プロジェ

クトの進捗に遅れが生じたことにより確立されていない。また、電子海図の最新維持に係る技術

開発は、測量→データベースへの結果反映→検証→発行のプロセスを数回繰り返すなかで習得さ

れることから、プロジェクト終了までに確立することは難しいと思われる。 

 一方、最新維持のための技術が移転されないことには、これまでプロジェクトにおいて取り組

んできた測量、電子海図作成のシステム整備に係る成果が生かされないことは明らかであり、プ

ロジェクトの成果を今後につなげるためにも、電子海図の最新維持に係る技術移転は必須である

と考えられる。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

 (1) 地図資源情報庁沿岸測地局（CGSD/NAMRIA）に対する提言事項 

   1) プロジェクト延長に関する要請（付属資料６．ミニッツの添付書類参照） 

 CGSD/NAMRIAから調査団団長宛に、プロジェクト期間の２年間延長に関する要望書

（2002年11月29日付）が手交された。この文書のなかには、延長期間中の取り組み及びス

ケジュールが記載されている。調査団としては、フィリピン側の要望の重要性を勘案し、

本件については日本側関係者に申し伝えることとした。なお、CGSD局長より、プロジェ

クト延長に関する正式要請はNAMRIAから外交ルートを通して行う旨、表明があった。 

   2) 電子海図作成計画の策定 

 NAMRIAはフィリピン全海域に関する電子海図作成に係る明確な方針を有していないた

め、長期的視野に基づき、今後の電子海図作成計画（人員配置、予算措置を含む）を策定

する必要があることを、調査団からNAMRIA側に提言した。 

   3) 人員の配置 

 電子海図作成において核となるポスト（主任、課長レベル）については、電子海図作成

のための体制を確固とするためにも、長期間留任し、継続した業務を行うことが望ましい

旨、調査団からNAMRIA側に提言した。 

   4) 予算確保 

 電子海図作成、最新維持のためには、測量、機材維持管理、ソフトウェアの更新、維持

は必須であるため、これらに係る予算の確保は必須である旨、調査団からNAMRIA側に提

言した。 

 

 (2) プロジェクト期間終了までに関しての提言 

 電子海図、そして、電子海図プロジェクトの取り組みについて、電子海図を利用するであ

ろう関係者への広報、情報提供が十分行われていないように見受けられた。したがって、セ

ミナー、インターネット等による啓発、普及活動を行う必要がある旨、調査団からNAMRIA

側に提言した。 

 

 (3) プロジェクト期間終了後に関しての提言 

   1) 測地変換について 

 マニラ湾、ルソン島北西部における測量及び測地変換は行われたが、これら地域は測量

結果の歪みが小さい地域であることから、歪みの大きい地域における測地変換を実践して
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いく必要がある旨、調査団からNAMRIA側に提言した。 

   2) S-57について 

 プロジェクトが対象としたマニラ湾、ルソン島北西部における電子海図作成は終了して

いるため、これら地域における電子海図表示記号については、Ｃ／Ｐは十分理解できてい

る。一方、これら地域には該当しなかった表示記号も数多く存在するため、他地域の電子

海図作成時に実践を通して学ぶ必要がある旨、調査団からNAMRIA側に提言した。 

   3) 電子海図の最新維持 

 電子海図の最新維持のためには、理論の修得だけではなく、実務を通した知識、技術の

修得が必要である旨、調査団からNAMRIA側に提言した。 

 

５－２ 教 訓 

 (1) 短期専門家の投入方法 

 日本側は、測量、電子海図作成分野において、同じ短期専門家を３～５回にわたり派遣し、

技術移転の継続性を高めるよう努力した。この取り組みにより、専門家の現地事情理解、

Ｃ／Ｐの技術レベル理解が促され、内容、レベルにおいて適切な協力が行われた。 

 

 (2) 適時の投入の重要性 

 本プロジェクトにおいては、当初の機材投入の遅れがプロジェクトの進捗度合いに影響し

ている。したがって、プロジェクト実行計画と機材調達スケジュールを十分念頭において、

プロジェクトの運営管理を行う必要がある。 

 

 (3) プロジェクト開始前における技術水準の評価の必要性 

 CGSDの技術者が海図記号、電子海図作成ソフトウェアについて、初歩的な知識も有して

いなかった点を補習するための時間を要した点について、プロジェクト開始前に技術者の水

準を精査したうえで、教育目標、プロジェクトのスケジュールを計画する必要がある。 



 

 

 

 

 

付 属 資 料 
 
 
 

１．調査日程 

２．訪問先及び面談者 

３．プロジェクト開始当初のPDM 

４．評価用PDMe 

５．評価グリッド 

６．終了時評価調査団 ミニッツ 

７．プロジェクト関係者へのインタビュー結果 

８．フィリピン地図情報庁組織図 

９．質問書の結果概要 

10．調査結果取りまとめ表 

11．プロジェクトの投入実績 
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１．調査日程 

日順 月日（曜） 行 程 宿泊 

(1) 11／20（水） （小島団員のみ） 
移動（成田→マニラJL741 13：25着） 
15：30 JICAフィリピン事務所打合せ 

マニラ 

(2) 21（木） ９：00 地図資源情報庁（NAMRIA）長官表敬 
    プロジェクト専門家との打合せ、アンケート調査票回収 
    評価用PDM・評価設問に基づく情報収集 

同上 

(3) 22（金） 調査票回収 
評価用PDM・評価設問に基づく情報収集 

同上 

(4) 23（土） 調査票分析・結果取りまとめ 同上 

(5) 24（日） アンケート調査結果報告完成 同上 

１ 11／25（月） （調査団） 
コンサルタント：評価用PDM・評価設問に基づく情報収集 
官団員：移動（成田→マニラJL741 13：25着） 
16：00 JICA事務所打合せ 
    専門家との打合せ 

同上 

２ 26（火） ９：00 コンサルタント：評価用PDM・評価設問に基づく情報収集 
    官団員：日本大使館訪問、国家経済開発庁（NEDA）表敬 
    （NAMRIAにて合流） 
14：00 NAMRIA表敬 調査日程、方針、評価方法に関する協議・確認 

同上 

３ 27（水） ９：30 NEDA次官補表敬、関係部局との打合せ 
11：00 NAMRIA関係者へのインタビュー 
14：00 環境天然資源省国際協力室（FASPO／DENR）訪問 
    インタビュー 

同上 

４ 28（木） ９：00 フィリピン沿岸警備隊（PCG）訪問 インタビュー調査 
９：00 海事産業省（MARINA）訪問 
13：00 NAMRIAとの協議（調査結果の確認） 
   ・アンケート調査結果の確認 
   ・投入・活動の進捗確認 
   ・達成度に関する確認 
   ・評価５項目に関する協議 
   ・教訓・提言事項に関する協議 
   ・今後の対応（プロジェクト終了まで、終了後）に関する協議 

同上 

５ 29（金） 10：00 合同調整委員会準備（調査結果の取りまとめ、ミニッツ案作成） 
    NAMRIAとの事前協議 
16：00 合同調整委員会（日本大使館、JICAフィリピン事務所、フィリ

ピン側関係機関） 
   ・評価結果総括・確認 
   ・今後の対応（プロジェクト終了まで、終了後）確認 

同上 

６ 30（土） ミニッツ案取りまとめ、報告書作成 同上 

７ 12／１（日） ミニッツ案取りまとめ、報告書作成 同上 

８ ２（月） 10：00 NAMRIAとの協議 
   ・ミニッツ案の確認、ミニッツ締結 
12：00 調査団主催、昼食会 
15：30 JICAフィリピン事務所報告 

同上 

９ ３（火） 10：00 日本大使館報告 
午後  移動（マニラ→成田） 

― 

 調査団：2002年11月25日～12月３日 

 小島団員のみ：2002年11月20日～12月３日 
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２．訪問先及び面談者

　〈フィリピン側〉

　　(1) 国家経済開発庁（National Economic Development Authority：NEDA）

　　　　Mr. Rolando G. Tungpalan Assistant Director-General, NEDA

　　　　Mr. Wilfredo M. Deperio Supervisor, Eonomic Development Spcialist, NEDA

　　　　Mr. Francis C. Afable Eonomic Development Spcialist, NEDA

　　　　Ms. Sharon Grace P. Suarez Project Monitoring Staff, NEDA

　　　　Mr. Pablito Abellera Infrastructure Staff, Transport Division, NEDA

　　(2) 国家地図資源情報庁（National Mapping and Resource Information Authority：NAMRIA）

　　　　Mr. Diony A. Ventura Director, NAMRIA

　　　　Mr. Jose Galo P. Isada, Jr Director, Mapping and Reprography Department, NAMRIA

　　　　Commo Rodolfo. Agaton Directro of Coast and Geodetic Survey Department (CGSD),

NAMRIA

　　　　Commo Renato B. Feir Former Director of CGSD, NAMRIA

　　　　Capt Avelino V.Dalisay Assistant Director of CGSD, NAMRIA

　　　　LCdr Herbert Catapang Hydrography Division, CGSD, NAMRIA

　　　　Lt Rosalino C.Delos Reyes Chief, Elevtronic Navigational Chart Development, CGSD,

NAMRIA

　　　　Engr Rene G.Eclarino Chief, Oceanographic Division, CGSD, NAMRIA

　　　　Mr. Tadao Tatsuno JICA long-term expert, CGSD, NAMRIA

　　　　Mr. Ikuo Warita JICA long-term expert, CGSD, NAMRIA

　　(3) 環境天然資源省国際協力室（Foreign Affairs and Special Project Office：FASPO／Department

of Environment and Natural Resources：DENR)

　　　　Mr. Rovert S.Jara

　　　　Mr. Jeses A.Criño

　　(4) フィリピン沿岸警備隊（Philippine Coast Guard：PCG）

　　　　Cdr Henry B. Caballero Commandant, PCG, Department of Transporation and

Communications (DOTC)

　　(5) 海外産業庁（Maritime Industry Authority：MARINA）

　　　　Mr. Roberto A. Del Mundo Marine Industry Authority (MARINA), DOTC

　　　　Mr. Odon A. Igno MARINA, DOTC
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 〈日本側〉 

  (1) 日本大使館 

    森  信也 一等書記官 

 

  (2) JICAフィリピン事務所 

    中垣 長睦 事務所長 

    小林 清人 所 員 
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